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通信インフラの変遷①
１．通信業界の動向

１．公衆網の変遷
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：画像信号
：ＩＰパケット信号
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通信インフラの変遷②
１．通信業界の動向

２．電話交換網の終焉①
（今の電話局交換機の命日はいつか？①）

キャリア ２００４ ０５年度 ０６ ０７ ０８ ０９ １０ １１ １２

ＮＴＴ

ＫＤＤＩ

英ＢＴ

ＳＢＴ

ソフトバンク
テレコム

ＮＧＮを２００７年度中に

商用化すると公表
０８年３月末
ＮＧＮ商用化

メタル回線をＮＧＮに収容
することも選択肢の１つと表明

０８年５月
新・中期経営戦略を公表

２０１０年度●ＰＳＴＮのマイグレーション
について方針を公表する予定

２０１５年度前後●ＰＳＴＮを構成する旧型
交換機（Ｄ７０）を廃止。新ノードの運用限界は未定

Ｄ７０の命日
は２０１５年
度、新ノード
の命日は未
定。

固定／移動網の
フルＩＰ化を宣言

０８年４月
フルＩＰ化を再会すると公表

固定網は０７年度末までのフルＩＰ化を
目指していたが、技術的課題で延期

選択中継サービスもソフトスィッチで
収容し、電話交換機を全廃へ（完了
時期は未定）

０８年
統合コアＩＰ網の構築を開始

０８年度中●おとくラインの
中継網の一部をＩＰ化し始める予定

順次、グループ会社のサービス
を統合ＩＰ網に集約。ただし、加
入者交換機は残す。

ＰＳＴＮを２１ＣＮに
置き換えると宣言

０８年４月
商用サービスへの本格的移行を開始

１０年度●電話交換機を

段階的に廃止、ＰＳＴＮを
使ったサービスを強制終了

ＰＳＴＮ：Public Switched Telephone Networksの略。一般の加入電話回線ネットワークのこと。

２１ＣＮ：，「21世紀ネットワーク」（21CN）と呼ぶNGNサービス。 （０６年１２月サービス開始）

計画は遅延
（詳細次頁）

出典：日経コミュニケーション（０８.７．１）引用で作成

http://www.pixiv.net/index.php?mode=medium&illust_id=6364126�
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通信インフラの変遷③
１．通信業界の動向

２．電話交換網の終焉②
（今の電話局交換機の命日はいつか？②）

ＮＴＴの方針（従来）

ＮＴＴの従来の中期戦略では、「２０１０年までに策定する」としていましたが、

新しい中期戦略では「２０１０年度に総括的な展望を示す」と後退している。

いくつか関連の情報を列挙すると、

１）ＮＴＴは、現在の公衆網を延命するメリットを認識している

→できるだけ長く使っていけば、縮小傾向にある旧来の通信サービスの加入者は、

無視できる規模に自然減少していく。

→すると、将来ＮＧＮ上にエミュレーション･サービス（注１）を構築するにしても、継承

すべきサービスを取捨選択し易くなりＩＰ化投資を最小限に抑えることができる。

２）Ｄ７０／Ｄ６０交換機は、２０１５年に撤廃予定（三浦社長投資家向け説明会談）

→交換機の寿命（１９８０年から導入した）

→収益減に対応した運用効率化

→１９９０年から導入の「新ノード」に、加入者をまきとる計画

→２０１５年からは「新ノード」だけで運用するが、この寿命が「公衆網廃止」の

時期（公衆網延命の限界）になる。

→ただ、新ノードの保守用パッケージは補充可能といっている。（注２）

（注１）エミュレーション 【emulation】：あるハードウェア（公衆網）向けに開発されたソフトウェアを、設計の

異なる他のハードウェア上（ＮＧＮ）で実行させること。

（注２）保守用パッケージ：メーカーに発注できるとしている。（ＮＴＴ東日本）
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通信インフラの変遷④
１．通信業界の動向

２．電話交換網の終焉③
（今の電話局交換機の命日はいつか？③）

ＮＴＴ東西で大きな差が出たNGNの進捗

１）NGN（フレッツ光ネクスト）の進捗では，NTT東日本が2009年1月～3月の四半期に

フレッツ光純増の71％をフレッツ 光ネクストが占めたのに対し，NTT西日本は2009

年3月末時点のフレッツ 光ネクストの契約数が2万9000にとどまった。2009年度も

NTT東日本は140万のフレッツ光純増目標の中で90万～100万がフレッツ 光ネクス

トになるのではないかという見方をしたのに対して，NTT西日本は40万と予測する。

２）今後NGN上での付加サービスの提供などで両社に差が付き，ARPU（注１）にも影響

してくる可能性がある。また，両社を合計すると2009年度における250万のフレッツ

光純増目標のうち半分強がNGNになる見込み。

３）光ファイバ加入者数が現状の水準で停滞すれば，通信インフラの効率化という面で

はマイナスになる。フレッツ光回線を旧来の地域IP網からNGN（次世代ネットワー

ク）に収容替えする方法については「コストをかけずにネットワーク経由で実施する

技術にメドが付いた」（三浦社長）としているが，老朽化する加入電話網をIP網へと

移行する計画には遅れが生じそう。（次ページ参照）

（注）ＡＲＰＵ：Average Revenue Per User の略。月間電気通信事業収入。通信事業における、加入者一人あたりの

月間売上高。携帯電話事業者の収益性の比較などによく用いられる指標である。



2010/10/18 Ｃｏｐｙｒｉｔｅ（Ｃ）２０１０．Ｓｈｉｎｉｃｈｉｒｏ．Ｆｕｊｉｓｈｉｍａ 6

通信インフラの変遷⑤
１．通信業界の動向

２．電話交換網の終焉④

●合意形成
（２～年）

・ＩＰ化されていない
・サービスの継続や廃止
・ＰＳＴＮ依存の相互接続
の扱い

・ＰＳＴＮ前後の
競争ルールの見直し

●サービス化
（３～４年）

・合意形成した手段を
実装、開発、サービス化

●新サービスに
よる巻き取り
（５～６年）

・開発したサービスによる
既存ユーザーの巻き取り

ＰＳＴＮ廃止は
最短で２０２０年代
（２０２５年頃）

ユーザーからの需要対応で移行
・代替サービスにより
計画的にメタルを移行

メタル回線廃止
はユーザーが少
なくなった時点で

検討

ＰＳＴＮ（コア網）
のＩＰ化

メタル回線の
光移行

こんなにずれ込んできた。

先ずはＰＳＴＮコア網のＩＰ化から着手する必要があるという。コア網のＩＰ化にかかわる諸問題につい
て合意形成した上で、既存サービスを巻き取るためのサービスを開発。その後、新サービスによっ
て計画的な以降を促す。以上のプロセスを経ると、ＰＳＴＮ廃止は最短で２０２５年となる。メタル回線
の廃止時期はユーザーが少なくなった段階で検討するとしている。

（今の電話局交換機の命日はいつか？④：方針変更）
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通信インフラの変遷⑤
１．通信業界の動向

２．電話交換網の終焉⑤

■ ひかり電話では利用できない加入電話固有の機能例

電話番号 サービス名など 概要 ユーザー数

１０６，１０８ コレクトコール 料金を着信者側に課金して通話できるサービス。
ひかり電話からは発信時も着信時も利用できない。

１１４ 話中調べ 相手の加入電話が話中がどうか、受話器を上げたまま
の状態かを調べるサービス。ひかり電話の場合は調べ
られない。

１７８ オフトーク 自治体などが提供する電話回線を使った放送サービス ２００８年３月末時点で１６万４０００回線

ノーリンギング通信 電気、水道、ガス会社などが電話回線を経由してユー ２００８年３月末時点で５４３回線
ザー宅のメーターを電話を鳴らさずに検針する双方向
サービス

０５７０ ナビダイヤルなど １つの電話番号で複数の場所で通話を受けられるサ ２００７年３月末現在で約６９００番号
ービス。コールセンターやダイタルアップ接続のアクセ
スポイント用に使われている

１４９，１６１ ＤＤＸ－ＴＰ ＮＴＴコミュニケーションズが提供するパケット通信サー ＤＤＸ－Ｐ（専用線）、ＩＮＳ-Ｐ（ＩＳＤＮ回線
１５２など サービス。ホームバンキングなどに利用する ）も合わせ０８年３月末時点で７７万６千

０６０ ｅコール ＮＴＴコミュニケーションズが提供するＵＰＴ（網と独立し２００７年３月末時点で約６万６０００番号
た個人専用番号サービス）。ＦＭＣの番号として使用の
予定

００ＸＹ マイライン／選択 ００で始まる４桁の数字を使って通話を中継する電話
中継電話／固定発 会社を選択できるサービス。割安な長距離電話・国際
携帯電話等 電話などのほか、ＩＰ－ＶＰＮへのダイヤルアップ接続

用番号として使う場合もある

局給電 加入者交換機からメタル回線に供給される４８Ｖの直
流電流。対応機器は停電時でもこの電源を使って通話
などが可能。

エーッ！
こんなにあるの！

●ＮＧＮの動き（ＮＴＴ）③：メタル回線移行の課題

出典：日経コミュニケーション（０８.７．１）引用で作成
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ＰＢＸの変遷①
１．通信業界の動向

１．ＰＢＸの変遷

交換機型
ＩＰ－ＰＢＸ

手動交換機 ＳｘＳ交換機 ＸＢ交換機 アナログ デジタル
電子交換機 電子交換機

サーバー型
ＩＰ－ＰＢＸ

１９５３（注）
ミミズ

猿
人間 違った

生き物？

１９６０ １９７０ １９８０ ２０００１９５０Ａｂｏｕｔ

１０年 １０年 １０年 ２０年

ＩＰセントレックス

究極？

（１９７２．４） （１９８１．９）

（２００１．４）

（１９６５．４）

セントレックスセントレックス

習得技術 トラヒック ネットワーク ソフトウェア データ通信 ＶｏＩＰ

対比生物

インフラ（電話局交換機）の部品流用のＰＢＸ＝４社寡占化／信頼度

２０１０

６００億円・・・・・８００億円・・・・・・・・・・・・・・・・４００億円・・（注）
最盛期 ２００７年 ２０１０年間出荷金額

（注）２０１０年の需要予測は、ＣＩＡＪ（情報通信ネットワーク産業協会）でも予測できないとした。

テレコミュニケーション（２０１０／１）の需要予測でも具体的数値は出ていない。

ターニングポイント① ターニングポイント②
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ＰＢＸの変遷②
１．通信業界の動向

２．ＰＢは終焉？：通信系ディーラーは再びターニングポイント

ターニング

ポイント②

（２００３～２００８）

レガシーから

ＩＰへ

ターニング

ポイント③

（２００８～２０１５）

レガシー網から

ＮＧＮへ
音声系マーケット

縮小！

選択肢氾濫時代

（２００３～２０１５）

レガシーＰＢＸから

ＩＰ各種システムへ
通信の血液型がレ
ガシーからＩＰに交
換されたが、市場
の立ち上がりもス
ローペースで、デー
ラーは「ＩＰ疲れ」の
状態になった。

ＩＰセントレックスや
ＦＭＣの登場、不景
気の影響で、ＰＢＸ
やビジネスホンの
マーケットは縮小し、
デーラーは「経営
難」に直面している。

レガシーの選択肢限定時代か
らＩＰの選択肢氾濫時代になっ
た。デーラー（ユーザーにも）に
とって「悩ましい時代」になった。

ＩＰ電話元年 ＮＧＮサービス開始 ＮＧＮに完全移行 ＰＳＴＮ廃止

２００３ ２００７．１２ ２０１２ ２０２５

リーマンブラザーズ破綻世界不況
（２００８年９月１５日連邦破産法申請）

ターニング
ポイント①
１９７２～

２０００

電子交換機
になりパッ
ケージとソ
フトとの付
き合いが始
まった
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通信系ディーラーの認識と経営方針①
２．ＰＢＸ終焉後の経営戦略

１．ＰＢＸの終焉／通信系ディーラーの現状認識と経営方針

（テレコミ２０１０／１の需要予測の冒頭に）

→ＰＢＸ／ビジネスホン市場が危機的な状況だ。販売現場からは「市場が無くなる

かも」と言う冗談さえ飛び出す始末だ。

とあるように、「ＰＢＸ終焉説」が囁かれている。

→ＣＩＡＪ（情報通信ネットワーク産業協会／旧通信機械工業会）も、例年需要予測

を出しているが、２０１０年の予測は難しいとしていた。

●通信系ディーラーの現状認識（注１）①

（注１）私が通信系デーラーを取材して、テレコミニュケーションの連載講座に紹介してるが、その中からピックアップした。

（注２）創立５０周年、年商１２０億円の大手通信系デーラー。東京中央区。

１）Ｆ社（注２）の認識
①ＰＢＸは早晩終焉すると思う（ただし、音声ビジネスは残る）
②景気の回復は見え始め、短期的にはＰＢＸのリプレース市場は復調してきた。
③そのリプレースは、中小規模事業所ではＩＰではなくレガシーが殆どである。
④しかし、外線を収容し内線に展開するＰＢＸは、ＦＭＣ（オフィスリンク等）にシフトす
る。ＰＢＸはＦＭＣに使い勝手や経済性で太刀打ちできなくなり、これからはＦＭＣが
主役になるだろう。（ＦＭＣはキャリアのビジネスが中心で、いわゆる“自営”の範疇
は無くなってくる。）

⑤シンクライアント、配線、プリンタ、ＰＣ，ルーターの類は残るだろう。

通信系デーラーは「ＩＰ疲れ」
「需要不足」で、大きなターニ
ングポイントを迎えている。
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通信系ディーラーの認識と経営方針②

２．ＰＢＸの終焉／通信系デーラーの現状認識と経営方針②

●通信系デーラーの現状認識（注１）②

（注１）私が通信系デーラーを取材して、テレコミニュケーションの連載講座に紹介してるが、その中からピックアップした。

（注２）創立４５年、年商７０億円。全国に１０ケ所の営業拠点あり。東京大田区。

２）Ｈ社（注２）の認識
①リーマンブラザーズショックやギリシャ問題などから起きた「不景
気」は、通信業界にも及んでおり、回復の兆しがあると言われて
はいるが、この状態はしばらく続くと思っている。

②ＰＢＸは、ＩＰにシフトしてはいるが、ＩＰ化可能のレガシータイプの
ＰＢＸも、リプレース需要はまだ多くあり、しばらく事業の柱にはな
ってくれると認識している。中小容量では特にこの傾向。（これは、
前頁のＦ社と同じ）

③業界は大きく進化し多様化しているので、社員の意識改革や教
育は、極めて重要と考えており、各種の施策を講じている。

④とりわけ、社内の風通し（コミュニケーション）を重視しており、社員が本音で語り合え
る場（オフサイトミーティングも）を設けたりして、モチベーションのアップに腐心して
いる。

⑤時代の大きな変化（新サービスや新キーワード）への対応は、会社としてその方向に
舵はとるが、現在では特殊業界（ホテル･病院・老人ホーム等）への対応（ＰＢＸ以外の
商材の拡販や顧客支援）にも注力しており、いまは成果をあげている。

２．ＰＢＸ終焉後の経営戦略

レガシーＰＢＸは、まだ、
事業の柱になっている。
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通信系ディーラーの認識と経営方針③

２．ＰＢＸの終焉／通信系ディーラーの現状認識と経営方針②

２）Ｈ社の認識（つづき）
⑥新規分野への対応は、強く意識して具体策を講じている。
⑦顧客のシステム部（電算室）への対応は、不得意の一面もあり、この課題の改善に努
める必要性は感じている。

⑧保守工事の受注金額は減少している。 顧客の経費削減意識もあるが、モバイル端末
の普及で，移設工事、配線変更工事などが減少したのも大きな一因と考えている。

⑨約３０のサブ店との協力関係を密にして、グループとしての成果を生むように努めてい
る。サブ店には、主として「ＰＢＸやボタン電話の小容量分野」を担って貰っている。

２．ＰＢＸ終焉後の経営戦略

通信系デーラーの弱点は「システム部」を敬遠

し勝ちなことである。それは

①総務部長とシステム部長は仲が悪いことが多い

②システム系の話題や知識に乏しい

ことによるが、これからのＩＰ・ＮＧＮ時代は積極的

に、システム部へのアプローチが重要！
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通信系ディーラーの認識と経営方針④

２．ＰＢＸの終焉／通信系ディーラーの現状認識と経営方針②

（注１）創立２５年、Ｆ社やＨ社に比べればやや規模は小さい通信系デーラー。東京中央区。

３）A社(注１）の認識
①ＰＢＸは、手動交換機から手がけているが、昨今の「マーケット縮小／ＩＰへの移行」
は、強く認識している。

②時代の変化や顧客の要望に対応することが重要で、全国に拠点を持つ大企業の受注
対応や、各種弱電システムの取り扱いを決断し、事業拡大努めてきた。

③全国に拠点を持つ「大手人材派遣会社」のＰＢＸを含むシステムを一手に手がけて、会
社の業績を大きく伸ばすことが出来たが、事情があってその顧客を失う羽目になり大
きな試練を受けた。

④しかし、その顧客の全国に点在する拠点対応で全国各地の通信系デーラーを「協力
会社」としてネットワークとして整備（全国に２８会社）することができ、現在も機能して
いることが大きな財産になっている。

⑤事業は３つの柱（図表１）で今後も進んでいくことになるが、その構成比率は「通信技
術事業＋ＰＣネット事業」と「電設事業」の構成比率は、それぞれ５０％程度になってい
る。

⑥電設事業が得意分野なので、事例の「横展開」に注力している。
例えば病院では、ナースコールとＦＭＣの連動などの事例を他の病院に横展開するの
であるが経験を積んだ営業・ＳＥが実績を上げている。

⑦ＰＢＸは、まだ、事業の柱の１部になっているが、早晩収束に向かうことは認識している。
その為に「通信＋ＰＣネット事業と電設事業との融合拡大」を経営方針の１つとして今
後も注力していく考えである。

２．ＰＢＸ終焉後の経営戦略
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生き残り策①

１．生き残り策は４つ

３．通信系ディーラーの生き残り策

①関連ビジネスや

新商材の発掘

（他社との有意差）

②人材の確保・育成③事業・受注計画

の立案と遂行

１．ビジネスホンとＰＢＸだけでは、行き詰まるので、関連ビジネスや新商材の

発掘が急務。

２．企業は人なり。経営は「受注ありき」だが、受注は「会社の看板」ではなく、

人間が勝ち取るもの。

３．事業計画の立案とその遂行に全社が一丸となる必要がある。

４．顧客サポート（保守先台帳は顧客台帳！）

これらの具体策は後述する。

④顧客サポート
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生き残り策②

２．①関連ビジネスや新商材の発掘（他社との有意差）

３．通信系ディーラーの生き残り策

１）他社に差別化できる営業施策を持つ

→特定業種（ホテル・病院・老人ホーム等）に強くなる。

①ＰＢＸ以外の商材（照明・ベッド・厨房器具・事務用機材等）の積極的取り込み

②コンサルから工程管理まで受ける実力と信用を持つ

→特定事業を持つ。

①ＰＢＸ以外の事業（例：ＩＰ活用電設事業）

②ストックビジネス（次頁）

２）新商材の発掘

→新商材の情報は溢れている。

①月刊テレコミュニケーションの「新製品」紹介コーナー

②同上の「ズームアップ新製品」

③ネット記事「藤島 信一郎の商材研究」

（http://www.ric.co.jp/expo/bctj/fujishima_top.html）

④各種展示会

⑤新聞・雑誌等

を活用する。

→エコ製品に注目

①新塗料とか温度調整システムとか、企業や製品に対する「省エネ・エコ関係」

の商材が出始めているので、保守先に展開する。

http://www.ric.co.jp/expo/bctj/fujishima_top.html�
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・新築からリニューアルまでの
建築建物における弱電機器
設備の設計・施工･メンテナン
スを行うこと。提供できる製品
は多岐に渡り、様々な施設・
建築物に対応する。

・従来から「弱電設備」と呼ば
れたマーケットであるが、最
近は、ＩＰを生かした弱電設備
が通信系デーラーが扱う意味を深くしている。

生き残り策③

２．①関連ビジネスや新商材の発掘（他者との有意差）

３．通信系ディーラーの生き残り策

３）ストックビジネスと電設事業

ストックビジネス 電設事業

１）概要

・「蓄積された資産（技術力
や保守先ユーザー等）を
利活用して、運用管理や
保守、ヘルプデスク等で
継続的に利益を得る経営
手法のこと。

・自動車業界でも、新車販
売（フロービジネス）のマーケットサイズよりも、その
後の保険や修理、タイヤ交換、ガソリンなどの方が
大きいといわれている。

・一般にストックビジネスはフロービジネスに比べて確
実な売上が立ち利益確保に貢献（フロービジネスに
比べ利益率は１．５倍以上確保）できるとも言われる。

（これらは一例）

後述の事例Ｅ社の柱

２）通信系ディーラーとストックビジネス
・通信系ディーラーにとってのストックビジネスには、

①システムの保守

②システムの運用管理

③ヘルプデスク

等がある。

・病院や老人ホームなどで、ＰＢＸ等の電話設備だけで

はなく、それ以外の商材を販売したり、工程管理まで

行うことも「ストックビジネス」の範疇といえよう。

１）概要

２）通信系デーラーと電設事業
・通信系デーラーにとっての電設事業は、ＩＰを生かした

商材（ドアホンやインターホン他）を扱うことである。

・それらには下記がある。
①病院・特老ホーム等：・ナースコール設備／・ＰＨＳ
／ハンディナース連動システム・手術室用インターホ
ン設備／・待合室呼び出しシステム／・徘徊老人感
知システム・監視カメラ設備

②学校・ホール等：・ホール音響設備／・映像設備／・
監視カメラ設備／・非常放送設備／・出入室管理シ
ステム／・保守用構内ＰＨＳシステム／・蓄電池設備

③マンション等集合住宅：・テレビ共聴システム／・集合
玄関機・インターホンシステム／・電話設備／・セキュ
リティシステム／･インターネット環境設備等
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１．「企業は人なり」と言われる。会社の看板だけでは受注できない。

２．受注を決めるポイントは、営業・ＳＥの「人間」である。

→価格は１位と思っている人が多いが４位（最後）である。

３．人材（社員）の育成がポイント（焦眉の急）

→教育を疎かにしている会社は、教育をしている会社には負ける。

→教育は「ボディブロー」＝不景気で教育費をケチるとツケは後で回って

くる。今は、我慢のとき。急がば回れ！

→「個人褒章」を採用すると、社員の教育熱は上

がる。

→資格取得者は待遇面（給与等）で優遇すると、

会社のレベルも社員のモチベーションも上がる。

→これからは「マルチＳＥ」が必要になる。（次ページ）

生き残り策④

３． ②人材の確保・育成

３．通信系ディーラーの生き残り策

１位：人間 ２位：会社 ３位：製品 ４位：価格
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４．マルチＳＥの早期育成

通信系ディーラーでもＳＥ（セールスエンジニア）が必要である。

これからの商談は、ＳＥなくしては提案やプレゼンで他社に勝つことが難しくなってくる。

→ＲＦＰ（注１）案件も増えてくるのでＳＥの必要性増えてくる。

→案件が、多様化し複雑なものが増えてくる。

提案やシステム纏めにＳＥの優劣が他社との差、受注力の差になる。

→これからは、「マルチＳＥ」が必要である。

→個人が「マルチＳＥ」や

「トリプルＳＥ」になる

ことが難しいが、会社

として人材を確保す

ることが必要（注１）

→理想的な形は、プレＳＥ

とアフターＳＥ（注２）を

置くことだが、アフター

ＳＥは、工事部隊に委
ね

てもよい。

生き残り策⑤

３． ②人材の確保・育成（つづき）

３．通信系ディーラーの生き残り策

以前は音声系だ
けでよかった

その後、データ系
も必要になった。

これからは無線系まで

カバーする必要がある。

シングルＳＥ マルチＳＥ トリプルＳＥ

（注１）ＲＦＰ：Ｒｅｑｅｓｔ Ｆｏｒ Ｐｒｏｐｏｓａｌ（提案書提出希望）、顧客仕様書のようなもの。

（注２）プレＳＥ／アフターＳＥ：プレＳＥは受注活動と受注手配。アフターＳＥは受注後の取りまとめ。小規模案件なら

アフターは一般的に不要。

社長や幹部は、「ＳＥを正しく評価」
する必要があります。
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生き残り策⑥

４．③事業・受注計画の立案と遂行

３．通信系ディーラーの生き残り策

１．「事業計画」は絶対必要。

→会社と社員の目標である。

→業績の良い会社は「キチンとした事業計画」を作成しフォローしている。

→事業計画の無い「その日暮らし」のようなデーラーに発展は無い。

２．事業計画は「短期」と「長期」の両方が必要。

→計画通りにいかない場合が多い。

→計画通りに行かない理由･原因を社員と議論する。そして修正する。

３．受注会議や業績検討会議など（名称には拘らない）を、毎月行い、案件の営業的進

捗状況や必要となるアクション等を、営業・ＳＥを含め議論する。

→誰が、いつまでに何をするか（提案書･見積・幹部出動）を具体的に議論し、実行

する。

→「会議の多い会社は業績が下がる」といわれるが、必要な会議はキチンと行う。

→受注成功の事例には「何故、受注できたか」、受注失敗の事例には「なぜ、失注

したか」を分析し、後続案件に生かす工夫が必要。

→受注に成功したら「祝い酒」、失注したら「自棄酒」を飲む

位の感性を持った社員にする。（今時の社員は感度が鈍い。

酒も余り飲まない。）

ノミュニケーションも時に必要！
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生き残り策⑦

５．④顧客サポート

３．通信系ディーラーの生き残り策

１．業績の良い会社は、「良い顧客」に恵まれている。

２．しかし、それは「空から降ってきたわけ」ではない。自らの力で長年蓄積してきた「大きな

財産」なのである。

３．「顧客第一主義」と謳っている会社が少なくないが、能書きだけで終わっているキライがある。

４．「ザッポスの奇跡」（注１）に書かれているような、顧客サービスは無理としても、気持ちは同

等に持ちたい。顧客は敏感である。

５．顧客のサポートをコールセンターの充実やリモートメンテナンス、２４時間対応など、きめ細

かく対応することが、リピート受注につながってくるのである。

６．「保守先台帳は＝顧客台帳」である。

→①項の「関連ビジネスや新商材の発掘」をしたら、先ずは「保守先に展開する」のである。

→②多くの通信系デーラーは「保守先顧客の価値観」が低いように思われる。

（保守先台帳の整理が不十分なデーラーも散見される。）

７．保守から更新や新規受注が図れるように工夫する。

（注１）ザッポスの奇跡：ザッポスとは、米の靴のネット通販を展開している企業で、アマゾン（注２）が
８００億円かけて買収した会社。徹底した「顧客サービス」が特徴！
「ザッポスの奇跡」という本が売れている。

（注２）アマゾン：大きな通販会社で有名。ネット通販Amazon公式サイト。全品配送無料(一部を除く)。
家電をはじめ、ファッション、食品、ベビー用品まで1000万点以上の商品を毎日安
く求められる。お急ぎ便利用で当日・翌日に届く。
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生き残り策⑧

６．生き残り策の具体的事例①：関連ビジネスや新商材の発掘（重点施策）

３．通信系ディーラーの生き残り策

①関連ビジネスや

新商材の発掘

②人材の確保の育成

③事業・受注計画
の立案と遂行

Ｆ
社

Ｈ
社

Ｅ
社

関連ビジネスや新商材の発掘（重点施策）

１）ＰＢＸの終焉を意識して、前掲の図に示した「ストックビジネス」
成比率を全体の６０％以上にする。（現在５０％）

２）業界の将来動向・方向性を見極め「ＩＣＴの利活用」を意識した
新たなビジネス展開を図る。

１）特定業種（ホテル、病院、老人ホーム等）への営業戦略で受
注拡大。
→コンサルから設計、受注、工程管理まで引き受け。
→これは、一種の「ストックビジネス」である。

２）デーリングシステムのような他のデーラーに対応できないシ
ステムの提案と受注。

３）最近需要のある「テレビ会議システムの拡販」

１）事業は３つの柱（図表１）で進める。
２）通信＋ＰＣネット事業と電設事業との融合拡大

→病院／特別養護老人ホーム／学校／ホール／マンション
等集合住宅と幅広い顧客に展開

④顧客サポート

新商材の発掘や新事業へ
の進出は、幹部が率先し
て計画しなくてはならない。

＜補足＞これらの詳細は，月刊テレコミュニケーションの２０１０年９月号～１１月号（以降も継続）をご参照下さい。
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生き残り策⑨

６．生き残り策の具体的事例②：人材の確保・育成

３．通信系ディーラーの生き残り策

Ｆ
社

Ｈ
社

Ｅ
社

人材の確保・育成

１）社員のモチベーションのアップ
→工事担任者資格をはじめ各種の資格試験合格者の待遇の
改善（給与への反映、仕事の配分等）

２）メーカー主催の勉強会受講（資格取得）
３）各種資格試験の受験奨励

→合格者に対し待遇改善（給与アップ他）

②人材の確保の育成

③事業・受注計画
の立案と遂行

④顧客サポート

①関連ビジネスや
新商材の発掘

１）自社の横浜にある技術センタ（コールセンタ・テクニカルサポー
トセンター）で、営業・ＳＥの教育を計画的に実施。

２）事業計画の他に「階層別会議」や「オフサイトミーティング」を

定期的に実施。

３）社内の風通しを良くすることが、モチベーションの向上にもつな

がるとしていろいろ施策を講じている。

１）教育に大きな価値観を持っている。
→会社が５０年存続し発展ができたのは、節々で「教育」をキチ

ンと実施してきたためと認識している。
２）２年後またはそれ以降の経営を支える施策として「高度な技術

ノウハウの集積」と「“人”を磨き上げる教育」について、明確な
計画を立てて推進している。

３） 自社内に「検証ラボラトリー」を０８／１１月に設置し教育や販売
店支援等の拠点にしている。

・オフサイトミーティングとは
「職場での立場や肩書き(Site)を
はずして、ざっくばらんな雰囲気
で、気楽に真面目な話をする
ミーティング」のことで、コミュニ
ケーションが活発で風通しの良
い職場を作るためのツールとし
て注目されているもの。次の4つ
に注意して行えば成功する！
①自己紹介
②正論に固執しない
③結論に拘らない
④相手を肩書きで呼ばない

＜補足＞これらの詳細は，月刊テレコミュニケーションの２０１０年９月号～１１月号（以降も継続）をご参照下さい。

Ｎ
社

１）トリプルＳＥ（個人＆会社）育成で成果を上げている。（８月号参照）
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生き残り策⑩

６．生き残り策の具体的事例③

３．通信系ディーラーの生き残り策

Ｆ
社

Ｈ
社

Ｅ
社

事業計画・受注計画の立案と遂行②人材の確保の育成

③事業・受注計画

の立案と遂行

④顧客サポート

①関連ビジネスや
新商材の発掘 １）２０１５年までの社会インフラを俯瞰し、それに見合った自社の

事業･経営計画を立案している。

→それを受けた事業計画の立案・推進

＜補足＞これらの詳細は，月刊テレコミュニケーションの２０１０年９月号～１１月号（以降も継続）をご参照下さい。

１）ＰＳＳ契約の促進（下記のメリットがある）
①サービスの選択の幅が広がる
②契約者の優先的権利
③オンサイト料金の特別優待価格適用
④障害発生時の早期解決
⑤顧客の社内管理(教育)コストの削減

２）特定業界へのシステム化提案営業

・ＰＳＳ契約とは
ＰＳＳとは（Product-Service 
Systems＝「製品サービスシステ
ム）と呼ばれるもので、いま、持
続可能な社会を築くためには、
産業構造を転換し、地球の資源
を減少させないようにすることが
課題となっているが、このような
世の中で「モノを売らずにサービ
スを売る」といった精神で「ハード
のみを売って利益を得るのでは
なく、販売後のフォロー（保守等）
で、顧客満足度を上げるだけで
なく環境面への効果も期待する
やり方。
（一種のストックビジネス）

１）事業計画の他に、毎月「業績検討会議」を開催

→案件ごとの受注作戦、結果判明後の報告（成功要因･失注要

因等）をし合う。

→それを、他の営業マンは参考に、また、以降の案件に反映さ

せる。

２）特定業種へＰＢＸ以外も含めた多角営業
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生き残り策⑪

６．生き残り策の具体的事例④

３．通信系ディーラーの生き残り策

Ｆ
社

Ｈ
社

Ｅ
社

顧客サポート②人材の確保の育成

③事業・受注計画
の立案と遂行

④顧客サポート

①関連ビジネスや
新商材の発掘

＜補足＞これらの詳細は，月刊テレコミュニケーションの２０１０年９月号～１１月号（以降も継続）をご参照下さい。

１）事業の３つの柱（①情報通信システムのインフラ構築、②２４
時間３６５日監視サポートセンター、③ ストックビジネスのうち、
②が１２％、③が５１％を占めることからも、Ｅ社が「顧客との
つながり」を大切にしていることが理解できる。

２）しかも、その③の「ストックビジネス」を６０％にする目標を持っ
ている。

１）テクニカルサポートセンターによる顧客バックアップ
２）顧客の状況をキチンと顧客台帳・保守台帳に整理し「売りっ放

しにならない」ように保守費の確保を顧客にお願いし定期点検
等を通じ、継続的なコンサル業務を図っている。

１）顧客からのクレーム等の対応は、顧客満足度が上がるように

きめ細かく症状に応じた４段階（①即答可能＝電話、②検証ま

たは詳細情報要の場合＝ＦＡＸまたはメール、③即答可ＲＡＳ

設置設備またはリモートメンテが可の場合＝オンライン対応、

④訪問要の場合＝訪問）で対応している。

「蓄積された資産（技術力や保守先
ユーザー等）を利活用して、運用管
理や保守、ヘルプデスク等で継続的
に利益を得る経営手法のことで、上
図では車の例だが、携帯電話では、
通話サービスやｉモードなど、がストッ
クビジネスになる。我々の仕事では
運用管理・保守・ヘルプデスクがス
トックビジネスになる。
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